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1　 は じめ に

　平成の大合併といわれる市町村合併が進行 している。合併に伴って、その地域に存在 し

ている半ば公的な組織の統合 も行われる。各市町村に設立されている社会福祉協議会(以

下概ね 「社協」と記す。)は、地域福祉活動の基盤 となる民間福祉組織であり、社会福祉法

人であるが(1)、社会福祉法上、一市町村一社協を想定 しているため、当然に統合されると

見なされている。 しか し、多くの社協では、統合に関する準備が十分ではない(2)。

　岐阜県内では、少数の例外を除いて何 らかの形で市町村合併が進行 していて、既に三町

村合併と二町合併が成立し二つの新市が誕生している。市町村の合併によって、単位 自治

体の人口は増大 し、地域は広がる。社協が組織化する団体数も増加 し、管轄する地域も合

併前の数倍の大きさとなる。 ところが西濃地域では、合併予定の市町村の社協は、合併後

の状況を予想 した行動は、とっていない。社協の統合がその後の活動にどのような影響を

与えるかについての議論もほとんど行われていない(3)。社協は、社会福祉事業経営 と地域

福祉活動支援 とい う二側面を持つ(4)。本論文では、社協の二側面が統合によってどのよう

に変化するかについても含め、地域福祉活動体としての社協の統合に伴 う課題を検討する。

2　 社会福祉協議会統合の課題

2.1　 全国社会福祉協議会指針の問題点

社協 が、統合 に熱意が無い よ うに見え る原 因は大き く二つ挙 げ られ る。一つ は、将来像
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が描けず、合併後の展望が見通せないことにある。全国社会福祉協議会(以 下 「全社協」

と記す。)も具体的な未来像を提起 していない。もう一つは、各社協間の格差が大きいこと

にある。財政力格差や事業 ・活動の展開方法の違いが統合の障害となっている。

　2003年3月 に発表 された市町村社協経営指針(以 下 「指針」と記す。)で は、社協統合

について 「当該社会福祉協議会は相互に連携 し…組織体制の再編を行 う。 さらに必要に応

じて…広域圏社会福祉法人の設置や広域事業を実施することを検討する」としながらも、

以後の展望については、「関係者が十分検討 し、その共通認識を作ることが最大の課題であ

る」と述べているのみで、具体的な方向性には言及 していない(5)。

　指針は、統合の準備 として各社協で策定 している地域福祉活動計画のす りあわせや、職

員相互 ・住民相互の交流を図るべきとしているが、具体策としては、合併協議会の設置 し

か記述 していない。また、以後の事業展開についても、支所を設置することのみを勧めて

いる。結果的に、各社協が、統合は形式的なものでよく、旧行政区にある社協がそのまま

存在することが容認 された と受け止めるおそれがある。なお、指針では、過疎地域 ・山間

離島地域での活動は広域的にならざるを得ないと述べられているが、岐阜県内では、この

点の解消 も今回の市町村合併では図 られることになっている。広域圏社協の設置や広域事

業の展開は、県社協の広域圏展開と重複、競合するおそれがある。そのため、新市域を越

えた広域圏事業を展開することは、現実味を持たない。

　指針発表前の先行事例では、統合はほぼこの通 りに進んだ。岐阜県山県郡高富町 ・伊 自

良村 ・美山町の三町村は2003年4月 に新設合併 し、社協もそれに併せて統合 された(6)。

合併後は、それまでの三社協の財産、事業を全て引き継 ぎ、旧3町 村からの委託事業も新

市に引き継がれたものは、そのまま受託 している。職員 も全員新社協に雇用 され、組織は

形式的には統合 されたが、従前の各社協事務所がそのまま支所 となるなど事業面の整理は

当面行われていない。各支所では、従前の事業がそのまま継続 されている。

　 このように、形式的に合併 したとしても、実態が従前区域内の事業や活動をそのまま引

き継 ぐのであれば、急いで協議を始める必要は感 じられない。市町村の合併協議会がある

程度進んでからでも十分間に合 う。実際に、西濃地域10市 町合併に関しては、各社協の統

合に向けた協議は進んでいない。2003年6月 に事務局による非公式協議が開始され、正式

な合併協議会は、ようやく11月 に設置された(7)。

　なお、現在、社会福祉法第107条 に基づく市町村地域福祉計画が各地で策定 されつつあ

り、それへの参加 も社協による福祉のまちづ くりの重要な要素とされている(8)。しか し、

A市 は合併後には中核市となることが予定されているが、地域福祉計画策定の中では、合

併後の方向性はほとんど議論されておらず、合併協議会内の議論が地域福祉計画に反映さ

れてはいないだけでなく(9)、社協統合の協議の中でも、地域福祉計画への参画は、協議事
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項 となってい ない。

2.2　 財政上及び事業経営上の課題

　社協の財政上、自治体の補助金支出は、最も大きな割合を占めているが、合併後も合併

前の各 自治体の補助金の総合計 と同額を確保できる保障はない。旧社協の所在地に支所を

置いても、予算総額が合併前のそれを下回れば、従前と同じ規模の事業維持は困難 となろ

う。10市 町合併協議会は、下部組織として新市建設計画小委員会を設置 し、さらに公募に

よる参加市町村民からなるワークショップ(100人 委員会)を 組織 したが、その協議の中

で、地域福祉について、旧行政庁(町 役場)を 地域福祉拠点として再編整備することや住

民の草の根福祉活動の支援強化を求めている(10)。もし、この提言が取 り上げられ るならば、

社協統合後の支所設置は必要性が薄れる。全社協の指針 どお りに各単位社協を支所化する

方針は変更を要することになろ う。 こうした点について今後社協合併協議会で議論すると

同時に、市合併協議会 と意見交換をしていく必要があろう。

　財政格差についてみてみると、山県郡三町村社協は財政力の差は小さかった。 しかし、

岐阜県内全般を見渡 してみると中核 となる市と周辺の町村では、自治体の財政にも格差が

ように、社協の財政にも大きな差がある。全国的にみれば自治体の財政基盤 と社協の財産

規模は必ず しも連動は しないが、西濃地域では基本財産や基金の額は、ほぼ自治体の財政

に見合っている(11)。このことを収入面からみると、直接には会費に跳ね返ることにつなが

る。A市 を中心 とした合併では、　A市 社協の会費は一世帯あたり300円 であるが、周辺町

村の社協会費はこれよりは高額であ り、町によっては2000円 となっているところもある。

財政力の低い社協 との合併は会費の値上げにつなが り、旧市域住民の理解を得ることは困

難を伴 う。

　財政規模は事業展開にも影響を及ぼす。自治体からの受託事業が多ければその分委託費

収入は当然多く財政規模は大きくなるが、問題はそのことではない。社協は、社会福祉法

人 として社会福祉事業や公益事業(以 下 「福祉事業等」と記す。)を経営している。社協 自

らが運営する福祉事業等は、近年になって急速に拡大 した。既に1980年 代か ら、市町村社

協は在宅サービスを展開していたが、1990年 の社会福祉関係8法 改正でさらに加速 された。

それは、社会福祉事業法上、在宅福祉サー ビスが第二種社会福祉事業として位置づけられ

ただけでなく、同法で社協の機能として事業の企画・実施が追加 されたことによる。但 し、

この時期の事業の多くは市町村からの委託であった。2000年 の介護保険制度実施によって、

多 くの社協が介護保険事業を開始 している。都市部を中心にこうした事業経営が社協活動

の最も重要な柱となってきているが、このような事業経営を重視する社協は事業型 と呼ば
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れている。事業型社協を追求するのであれば、社協統合により事業の広域化、大型化が進

むことは、事業の集積や拡大につなが り、社協ビジネス展開には都合がよいようにみえる。

　 ところが、社協の展開している福祉事業等は、社協の基盤 となる地域の特徴により、各々

異なった独自の展開を している。介護保険事業を例にしても、各社協の事業規模や、重視

しているサービス内容は異なる。ある社協は基幹型介護支援センターを行政か ら受託 し、

大規模な相談機能を最 も重視 してお り、また別の社協では、福祉移送サービス等、採算性

の低い小規模なサービスに重点を置いている。

　 こうした事業は、統合することがそのまま事業規模の拡大 となるわけではない。各社協

ごとの事業展開の差によって、投入予算額の規模が全 く違い、また対象者も異なっている。

事業のす りあわせに時間がかかる。統合後も総計での財政規模が変わらないならば、山県

郡3町 村合併の事例にみ られるように、形式的には統合 しても、実際の事業 ・活動は旧町

村域ごとに並列 したままということが現実的な解決策となる。

　 しかし、もともとの財政格差が大きい場合には、山県郡の事例は通用しにくい。西濃地

区社協合併協議会の協議事項 としては、財務部会が担当する 「福祉サービスの維持継続並

びに財源確保に関すること」 とい う項 目が、最も多くの中 ・小項目を抱えている。市町村

合併によって、社協への財政投下額が全体としては減額 されると、事業の見直しは当然に

行われる。そ うなると、1市 町村のみで実施 していた事業の廃止が現実となるおそれが強

くなろう。A市 社協では実施 していない小型事業が、社協統合によって廃止 されることを

他の9町 社協では警戒 している(12)。

2.3　 地域 活動上の課題

　 各社協 は、地域の特性 に よって、各 々活動 の特色 を持 っている。合併統合 によって、 こ

うした地域の特性が変化 す ることは十分考 え られ る。全社協 が1962年 に制定 した社協基本

要項で は、社協は、「一定の地域社会 において、住民 が主体 とな り、社会福祉 、保健衛生そ

の他生活の改善向上に関係 あ る公私 関係者 の参加 、協力 を得て、地域の実情 に応 じ、住 民

の福祉 を増進す ることを 目的 とす る民間の 自主的 な組織で ある」 と述べてい る。また、そ

の機 能 と して 「地域 の福祉 に欠 ける状態 を明 らか に し、適切な福祉 計画を立て、その必 要

に応 じて、地域 住民の協働促進 、関係機 関 ・団体 ・施設の連絡 ・調整お よび社 会資源 の育

成な どの組織活 動を行 う」こ とをあげてい る(13)。1992年 に制定 され た新 ・社会福祉 協議 会

基本要項(以 下 「新要項」と記す。)も こ うした精神 を引き継 いでい る。新要項 では、社 協

は、「地域 にお ける住民組 織 と公私の社会福祉 関係者 によ り構成 され 、…住 民の福祉活動 の

組織化 、社会福祉 を 目的 とす る事業の連絡調整…な どを行 う…公共性 と自主性 を有す る民
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間組織で ある」 と定義 し、その機能 として住民 ニー ズの明確化、住民活動推進 や福祉活動

の企画 ・実施、広報啓蒙等があげ られ ている(14)。

　 こ うした規定は、多 くの社 協で実践 され てきた。特 に小都市や農 山間部の社協では、住

民福祉活動が地 区社協運動 と して展 開 され ている。この活動 の基礎単位 は福祉 区で あるが、

これ は 自治会や小学校区等の 日常生活圏 と重なっている(15)。そこに地 区社協が組織 され る

と、地縁組 織や既 存の団体に よる活動 のみ な らず、ボラ ンテ ィアやNPO等 とのネ ッ トワー

クづ くりが盛 ん となる。岐阜県内では、西濃地域や奥飛騨地域 で活発 な活動 を展開 してい

る例 がみ られ る。そ こで は地 区社協活動は、単に福祉 だけでな く、地域振興や環境整備 等

広 い意 味での住 民福利 向上を担 ってい る。A市 社 協は学校 区 を中心 に地域社協活動が活発

であ り、その活動 は環境改善や まちづ く りにまで広 がっている。 また、民生委員 の補完的

な役割 を持つ福祉推進員 を50世 帯 に1人 置 くとい うきめ細かい福祉 の展 開を図ってい る(16)。

　 この よ うに、新要項 はコ ミュニテ ィオーガニゼーシ ョン、 コミュニテ ィ ワー ク として具

体化 され てきた。ところが、合併 の結果 、小 中学校 の統廃 合が予定 され ている地域 もあ り、

地域 に よっては旧来 の学 区が崩壊す る危険性が生 じてい る。 そ うなる と統合後 に地 区社協

の再編 が必要 とな り、結果的 には社協 の活動が後退す る懸念 が出てい る。 また、合併対象

の周 辺町村の 中には必ず しも地域活動が活発 とはい えない地域 もあ り、A市 社協 の地 区社

協支援 担当職員 は、統合 には消極的 な態度 を とってい る(17)。

　 さ らに、住 民か らも、社協 が統合 され るこ とによって、事業型社 協 としての性格 が前面

に出 ることで、社 会福祉事業 団的 な色彩 が強 くな り、地域福祉 活動は衰 退す るのではない

か との危惧の声が出ている(18)。こ うした声 は、地区社 協活動 が活発 な市町村 で強 いが、前

述 した100人 委員会の中で も、地域福祉活動 に関 し、社協 に期待す る意見が多 く出 され て

い る一方で、社協の肥大化 が住 民の福祉活動 を妨 げるので はないか とい う危惧の懸念 も出

されてい る(19)。

3　 社会福祉協議会統合後の展望

3.1全 社協 の構 想－－ 福祉 プラ ッ トホーム

　合併の結果、人 口、市域とも拡大することによって、きめ細かい地域福祉推進が今後も

可能であろうか。また、社会福祉事業と福祉活動推進 とを同時に行 う、いわば事業体と協

議体が一体化 した形態の維持は可能であろうか。福祉事業への民間営利 ・非営利事業者の

参入が、今後ますます増加 してい くと予想される。そ うなると社協の事業 との競合が生ず

る。福祉事業を抱えながら、地域内での多様な福祉活動を支援 していくことは、社協の事
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業 にとって負 の効果 となる こともあ り得 る。

　 こ うした中で全社 協は、社協 による福祉の まちづ くりの推進 にため二つの構想 を打ち出

してい る。 一つ は、地域福祉権利擁護 の機能充実 を図 ることで あ り、 も う一つは、社協 に

よるプラ ッ トホーム提供 である。社協 の将来展望 としてみた場合、前者 は、事業型 へのい

っそ うの傾斜 であ り、後者 は、社協 の基本理念の現代的再発見、再構 築 とい うことができ

よ う。 この二つ の方 向は両立 しうるのか検討が必要であ る。但 し、権利擁護 事業は、社会

福祉 法に基づ く市町村社協 の事務 とい う部分が あ り、制度上、民間団体主体の運営 は予 定

され ていない(20)。

　 プ ラッ トホー ム提供 は、NPOや 市民活動 との協働 による地域 福祉推進 とい う観点 か ら提

唱 され た。全社協 は、プラ ッ トホー ムを 「社協が持つ公共性 を活か し、様 々な人 々、団体

が、それ ぞれ独 自の活動理念 に基づ く特性 を発 揮 しなが らも、協働 して地域 の課題解決 に

あたるこ とがで きる共通 の土台やルール、あるいはシステ ム」と考えている。そ こに 「様 々

な 『NPO・ 市民活動』、ボ ランテ ィア グループが集 ま り、協働 す ることで」連携や新 たな活

動 が生 まれ る として いる。 さ らに、プ ラッ トホームは人材 育成 、苦情処理 といった機能 も

持つ として いる(21)。こうしたプラ ッ トホー ムの概念 は、福祉 の組織化 、支援 、情報提供 と

いった社協 の基本的機 能 と合致す る。社 協が こ うした機能 を持つ ことは、地域福祉領域で

のイ ンター メデ ィア リにな るとい うことであ る。

　 イ ンター メデ ィア リ－－ 中間支援組織又 は橋渡 し機構 ともいわれ る－－ は、行政、企業、

非営利組織等の社会的活動の中間に位 置 し、NPO支 援 を目的 とす るNPOで あ る。1994年

の総合研究 開発機構(NIRA)研 究報告書では、 中間支援組織 の要件 として資金面の支援、

情報 の収集 と公開、拠 点、政策提言 をあげている。 さらに、支援組織 を地域 レベル と全国

レベル に二分 し、前者 の機 能 として10項 目を列挙 している(22)。新要項の社協の機能 にあ

げ られてい る、住民福祉活動 の組織化 、調査研 究開発、計画策定 ・提言、広報啓蒙 といっ

た部分は、NIRAの 地域型支援組織の機能 と重な る。

　 現在の社 協の事業 ・活動 の多 くも、インター メデ ィア リ機 能 として位置づ けることがで

きる。例 えば、A市 社 協は、社協 の機能 を計画 と組織化、連絡調整、問題解 決、開発 の4

原 理 と、調査 ・集 計解析 、情報収集、企画 、広報 ・情報提供、事業、地区社 協育成 ・関係

組 織団体の連絡調整 の6方 向 として整理 してい る。その多 くは、イ ンター メデ ィア リ機能

と して位 置づ け られ る。特 に、関係組織団体の連絡調整 は、プ ラッ トホーム機能 として も

位 置づけ うる。 もともと、地域福祉 活動 に関 し、社協は無意識 の うちにイ ンターメデ ィア

リ機能 を果 た してきた(23)。そ の中で も自治会町会 との関係や 民生委員 活動支援 といった伝

統 的な業務 ・活動 は、イ ンター メデ ィア リと しての社 協を特徴 づけている。澤 田清方 は、

社 協のア ドボカシー機能 について、旧要項制定当時は、「地域福祉 ・在 宅福祉 の概念 もな く、
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福祉施設や施策も十分でなかった」。そのため 「地域の福祉問題を明 らかにし、住民の声を

まとめて行政に解決を求める」必要から始まった と述べている(24)。また、直接に地域住民

を対象 とした福祉事業の中にもインターメディア リ的な機能を持つ事業がある。それ らを

社協の任務 として再評価すべきであろう(25)。

　南濃地域のE市 社協は、既に今後の重要課題 として地域支援 と情報提供を掲げ、プラッ

トホーム化をはっきり指向している。また、西濃地域では、福祉関係のNPOに よる協議会

が成立しているが、そこでも市社協による活動拠点等の提供等、社協のプラットホーム化

に期待が寄せ られている(26)。社協の統合が進んだ場合、前述したように地域福祉活動が地

区社協だけでは担いきれない状況 となりうるが、もし、社協が、地域の福祉活動に対 し活

動の場、情報受発信基地 として機能するならば、自治体が広域化しても地域福祉活動は増

進 しうる。社協の大半はボランティアセンターを併設 しているが、その中で住民、特に中

高生や20歳 代前半の若い世代への福祉教育を重視 している例が多い。こうした福祉人材育

成を主要な事業 として位置づけ推進することで、地域福祉活動組織が活発化すると期待で

きる。

　また、従来から地区社協活動が盛んな地域では、市町村社協の人的物的支援が円滑に行

われてきたが(27)、社協統合 と地域の広域化の中で、地区社協に代わる地域福祉活動を組織

化することが重要となろう。その際、行政からの事務事業委託の中で行われている福祉会

館運営業務を拡大し、既存団体だけでなくNPOや 草の根活動の活動拠点として会館の一部

を提供することによって、地域福祉活動を支えることが可能となる。 さらに、零細規模の

起業への支援 として福祉的なベンチャーファン ドとしての役割も今後期待 され よう。共同

募金への協力やその分配に対する関与は、地域住民か らの資金収集 ・配分であ り、パブリ

ックバンク的な機能とい うことができるが、こうした地域住民か らの醵出や企業等の寄付

を基金化 し、福祉事業への配分を行 うことで、地域福祉活動を財政的支援することが可能

となる。

　 このように、全社協のプラッ トホーム構想は、本来社協が保持 していたインターメディ

ア リ機能の拡充 とい うことができる。統合後の社協がインターメディア リとして機能する

のであれば、地域福祉活動の発展への大きな支援 となろう。

3.2　 事業体 と しての社協 の評価 と新事業の展開

　 これまでの社協の事業をすべて否定す ることは困難である。社協の事業は、準公的サー

ビスとして展開 されてきた部分が大きい。例えば、介護保険事業では、低所得の独居高齢

者で軽度痴呆を持つようないわゆる困難ケースへの適切な介護プランの提供といった、民
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間事業者が避けたがるような部分を担ってきた。また、中小都市や農村部では、民間福祉

組織の基盤が弱いため、採算性の低い事業を社協が展開することで、かろ うじて高齢者や

障害者等社会的弱者 といわれる人々の生活が支えられている例がみられる(28)。市町村合併

によって地域が広域化することで、生活上の困難を抱える層はより潜在化 していくことに

なろう(29)。そ うなると統合後の社協が展開する事業は、住民の生活支援にいっそ う不可欠

となっていく。

　 さらに、新たな事業展開も要請 されよう。2002年 以降、厚生労働省は、社会福祉サー ビ

スへの第三者評価(以 下、「第三者評価」と記す。)を 主導している。東京や大阪等先駆的

に取 り組んでいる都府県は、NPOや 営利企業等民間組織が主導 している。しかし、ほとん

どの道府県は、2004年 度以降に事業を展開するとしているが、その推進母体 としては県社

協が、評価機関 としては市町村社協が中心となることが期待 されている。第三者評価が福

祉事業者に受け入れ られるためには、わか りやす く事業者に負担の掛からない評価基準の

策定や、資質の高い評価者の養成が急務である。社協がこうした新たな事業に参入するこ

とで、こうした点が解決できると考えている地域福祉関係者は多い(30)。但 し、従来の福祉

事業等を経営 したまま、第三者評価を事業化することは、事業者 自身が評価を行 うことに

なり、矛盾が生 じる。第三者評価とい う新たな事業を展開するのであれば、社協の従来の

事業は、見直 しが必要となってくる。

4　 社協の組織改革

4.1　 個 人会 員の強化

　社協 をイ ンター メデ ィア リもしくはプラ ッ トホー ム と見 なす には、い くつかの間題 があ

る。最 も重要な点は、社 協の構成 が既存 団体 中心 となってい るこ とにある。 これは、社 協

活動上の弱点 とも言 えよ う。A市 社協 は、住 民、福祉 、青年 、教育、医療 、産業、行 政 と

幅広い団体で構 成 されていて、個人構成員 は学識経験者 のみで ある。理事 ・評議員は各構

成団体か ら選出 され、各部会 を分掌 してい る。社協 は、 こ うした構成組織団体に依拠 して

い るとい えるが、構成組織 団体側 は社協 の支援 をそれ ほ ど必要 としていない。また、住 民

団体、 と りわ け町会 自治会 といった地縁組織 は、直接社協の活動 を担ってい る場合が多い

が、地区社 協活 動は、地縁組織 の構成者や活動地 区 と重 なってい るものの、形式的には別

組織 とな ってい る。 プ ラッ トホームは、一定 の活動 目的 を共有す る組織団体 によって構成

され、それを構 成組織 団体の活動 を支援す る仕組みで あるが、社協の場合、福祉 プラ ッ ト

ホーム と して機 能するには、地域福祉活動団体組織の糾合が不十分であ る。
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　 こうした弱点は、 どのように補強されるべきであろ うか。指針は、組織 と組織運営の章

で、住民会員制度を紹介し、その推進を提唱 している(31)。しか し、現状では二つの課題が

存在する。まず、実際に大半の社協が住民会員制を導入 しているが、その多くは地区社協

等基礎的活動の会員であり、直接市町村社協に加入 しているわけではない。次に、社協は、

地域の福祉関係者 ・団体組織の半数以上が参加 していることが設立条件 となっているが、

2000年 の社会福祉基礎構造改革以降盛んとなってきたNPOや 小規模福祉法人等の新 しい

福祉活動団体は、社協参加に消極的である。

　多くの社協は、住民を直接会員 とはしてお らず、世帯として町会 自治会単位の加入 とな

っている。町会 自治会に参加 している世帯は、自動的に社協の組織に包含 されるが、自分

たちが社協の一員であるという自覚には乏 しい。また、会費は、町会 自治会費に含まれて

いることが多いため、社協の財政に関して住民の興味は薄い。 このことは、町会 自治会に

参加 していない世帯や個人が、社協の活動に興味を示さないことにつながる。また、新た

な地域福祉主体が増加 し、 しかも社協への参加がない状態では、地域の福祉活動の過半数

とい う社協の存立条件そのものが危 うくなる。

　社会福祉法人 として社協は、財団 としての性格が強いが、個人会員制への移行を軸に社

団としての性格を強めることが当面の目標 となろう(32)。地域住民に個人会員 としての自覚

を促 し全戸加入を図る共に地域福祉活動組織も会員として位置づける必要がある。地域住

民が個人として、社協に直接関わることになれば、彼 らが参加 している福祉活動も社協に

連なる可能性が高くなる。社協活動に賛同して会費を納め、運営にも積極的に参加する個

人や団体の増加が社協の今後の活動を促進する。

4.2　 組織の改革

　社協が、今後積極的にプラットホーム化を展開するには、組織形態も変化する必要があ

る。従来の枠組みを超えたNPO等 や地域住民の活動への直接 ・間接の支援等、インターメ

ディア リ若 しくはプラッ トホームといった新たな機能の充実を図るには、今までの社協の

組織、構造とは違 う、新しい社協の組織を考案 していくことが必要となろう。例えば、社

協を二重組織化することによって、新たな展望が開けるのではないか。事業と協議 ・支援

とい う社協の従来の機能を分離することを試みてはどうだろうか。

　介護保険 ・障害者関係事業や施設運営その他行政からの受託事業等を行 う部門と、地区

社協支援や協議体としての社協本来の機能を持つ部門を分離する。企業でいえば事業本部

制若 しくは分社化をおこな う。直接的な収益があるか、又はそれに関係 した部分を事業社

協に、それ以外を協議体に分ける。人事 ・財務等の内部事務は本部の事務 とする。
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　社会福祉法上、社協は一自治体に一つと想定されている。 しかしなが ら、法律上に明記

されているわけではない。一つの自治体に法人格を持つ社協が複数あることは、禁止され

ているとはいえない。社協の一定部分が福祉事業に特化すれば、社会福祉事業団との統合

も視野に入る。公的な福祉事業が社協と事業団に分かれている必要性は薄い。統合により、

より効率的な事業運営が可能となろ う。市町村合併に伴 う社協合併統合後に、地域福祉水

準 と事業規模の維持の両立が困難であるとするならば、合併によって拡大 した社協が地域

と住民の福祉を担 う機能を十分に発揮するには、事業体 と協議体を別組織 とすることが、

有効な手段ではないだろうか。

【注】

(1)小 学校区や大字等を基盤 とした地区社協は、現在でも事実上の住民福祉活動であり、法制上の

　 地位はない。

(2)岐 阜市に編入合併が予定されているB市 の社協では、社協も吸収合併になるとため、岐阜市社

　 協の態度まちと回答した。岐阜経済大学基礎演習20組 『西濃地域の福祉事務所 ・社会福祉協議

　 会の現状と課題』『学生論集』第30号 岐阜経済大学ゼ ミナール協議会,2003。(2002年8～9月 に

　 西濃地域3市 福祉事務所生活保護担当課長及び社会福祉協議会事務局長に質問票により聞き取り

　 調査を行った。以下 「基礎演習20組 調査」 と略記する。)

(3)統 合問題に関 しては、西濃地域の各社協は、もっぱらA市 の方針決定待ちとの回答だった。前

　 掲 「基礎演習20組 調査報告」。

(4)　 「(社協は)、特定地域に於ける社会福祉の増進することを究極の 目的 とする組織である。従っ

　 てそれは小さいものは部落や町内会の地域 もあり得るし、町村から市や郡、また大きいものは府

　 県や全国の地域にわたるものもあり得る…社会事業の専門技術の一つであるコミュニティ ・オー

　 ガニゼーションを総合的に行 う」牧賢一 「社会福祉協議会の理論と問題」1950全 社協 『月刊福祉』

　 1989年12月 号(再 録)pp.101-102.

(5)全 社協地域福祉推進委員会 『市町村社協経営指針』2003　Ⅳ 広域圏での地域福祉の推進(市 町

　 村合併 ・広域事業等)

(6)合 併経過は、以下に詳 しい。山県郡3町 村社会福祉協議会 『特集号』2002.11(3社 協共同編

　 集の社協たより－表題は表記の通 り)「社協の合併協議会は、2002年4月 に設置 されたが、2001

　 年10月 には、合併に向けた研修を始めてお り、事実上の合併協議は約1年 半を費や している。

　 2002年4月 以降全体協議はほぼ毎月1回 、専門分科会は毎週1回 とかなり濃密な作業を行ってい

　 た」。

(7)統 合の方式は、対等と吸収の2通 りがある。山県3町 村社協統合は対等方式であった。西濃社

　 協合併協議会 も2004年1月 の協議で対等合併方式を採用 した。なお、下部組織として総務部会 ・
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　 財務部会 ・地域福祉部会がおかれた。

(8)全 国社会福祉協議会地域福祉部 『ノーマ社協情報』2002.8(No.158)地 域福祉推進委委員会,

　 p.10「地域福祉推進を図る中核的団体として地域福祉計画及び支援計画の策定にあたって大きな

　 役割を果たす ことが期待 されている」

(9)岐 阜県西濃地域の各市は、合併 と地域福祉計画策定を切 り離 している。合併推進所管の部局と

　 福祉所幹部局の意見交換や政策のす りあわせ等が行われず、全 く別の政策として進行 している。

　 前掲1年 基礎演習20組 調査報告

(10)　 『新都市計画住民ワークショップ報告書』特定非営利法人大垣まちづ くり市民活動支援会

　 議,2003。　pp.28-32.

(11)福 井県南部の某町社協は、3億 円以上の基金を積み立てている。この額は、地域最大であり、

　 町は近隣市 との合併を進めようとしているが、社協は、住民の財産を合併先に吸収されるとして

　 合併に難色を示 している。(2002年9月 事務局長との懇談から)

(12)滋 賀県との県境にあるD町 社協は、過疎地域を抱えているため、独自のコミュニティバス運行

　 を行っている。その担当者は、社協統合によって、この運営が廃止されるのではないかとの危機

　 感を持っている。(D町 立中学校総合科教育発表会外部審査員懇談中の発言から,2003.12)

(13)　 『社協基本要項』1962　 社協の性格 ・社協の機能

(14)　 『新社会福祉協議会基本要項』1992　 社会福祉協議会の性格、活動原則、機能

(15)社 会保障審議会福祉部会 『市町村地域福祉計画及び都道府県地域福祉計画策定指針の在 り方』

　 2002

(16)A市N地 区社協では、市道開発で生 じた道端の余剰地を公園として活用している。これは、設

　 計段階から地区社協が参加 し、管理運営も社協が中心となっている。飛騨にあるC市T地 区社協

　 では、JR沿 線に四季を通じて草花を植える 「花いっぱい運動」を展開している。これは環境美化

　 にとどまらず、観光資源としても注目されている。

(17)A市 社協の地域福祉推進担当者との合併問題に関する意見交換から、2003。

(18)社 会福祉事業団は、都道府県又は市町村が設立する社会福祉法人であ り、公立(公 設)社 会福

　 祉施設の経営を担当する。

(19)第13回 地域福祉文化学会第一分科会参加者との質疑の中では、参加者から長野県下 ・静岡県

　 下で合併によって小規模集落での地区社協活動が衰退 した例が示された。100人 委員会では、社

　 協に期待することとして、福祉マップ作成、ボランティア育成、地区福祉推進員の増員充実等が

　 出された。社協の課題 としては、住民の自立意識を育てる、社協の事業が多すぎる、社協活動の

　 一部を住民に委譲する等の意見が出された。前掲 『新都市計画住民ワークシ ョップ報告書』

　 pp.28-30.市 町ごとにみた住民の意見や要望。

(20)　これについては、全社協の研究を受けて厚生労働省が通知改正を行い、具体化が進んでいる。
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　 全国社会福祉協議会地域福祉部 『ノーマ社協情報』2002.7(No.157)

(21)全 国 社会福祉協議会地域福祉 部 『ノーマ社協情報』2002.9(No.159),　 p4。 但 し、全社協のあ

　 げてい る事例 は、事業 を中心 とした協働(パ ー トナー シ ップ ・コラボ レー シ ョン)に とどまって

　 いて、プラ ッ トホー ム構築 とは言い難い。

(22)① 基 礎的情報の収集 ・公 開、②資金援助 ・資金源 開発確保 、③財源確保のた めの助言、④組 織

　 運営上 の助言 ・情報提供、⑤事務 所提供 、⑥ ネ ッ トワー キングのコーデ ィネー ト、⑦情報交換等

　 の コーデ ィネー ト、⑧学習 ・研修機 会の提供、⑨ ボランティア ・専 門家 の登録 ・派遣、⑩政策的

　 提言 と調査研 究。　 総 合研 究開発機 構 『市民公益活動基盤整備 に関す る調査研 究』NIRA研 究 報

　 告 書No.930034,1994　 PP.143-145.

(23)　 「(社協 は)い くつかの ノウハ ウを持 ってい る…事実上 、中間支援機 能を果 た して きた」 目黒

　 区総務部職員課 『平成11年 度 政策課題研修 「目黒区事始 め」報告書 －NPO・ ボ ランテ ィア等 と

　 の新 たなパー トナー シ ップの構築 を考 える』2000,p21。

(24)澤 田清方 『住 民 と地域福祉活動』 ミネル ヴァ書房1998,p162.町 会 自治会等か らだ され る住民

　 の要望等 を集約 し、行政へ要請 してい く行動は、一種の ロビー活動 とい うことができよ う。

(25)例 え ば、生活福祉資金貸 し付 けは一種 のパ ブ リックバ ンクと して、ボランテ ィア育成やセ ンタ

　 ー運営は、人材バ ンク としてみ ることがで きる。 ボランティアセ ンター での人材育成 については

　 後述す る。

(26)前 掲 『基礎演 習20組 調 査報告』

(27)A市 社 協では50世 帯 ごとに地域福祉推進員設置 し、定期 的に　地 区懇話会 を開催 してい る。

　 また、社協会費 の一定額 が、地 区社協活動費 として支出 されてい る。

(28)注12参 照 。

(29)　 「大都市 では、単身者 が多 く、地域連帯の機運に乏 しいな ど、社会 か ら孤立 した状況 に陥 りや

　 すい」東京都福祉局 『東京 のホー ム レス』2001,p.20.② 家族 や地域 における人間関係 の希薄化。

(30)岐 阜 県における第 三者評価 の課題 は、以下にま とめてある。岐阜県 「社会福祉サー ビス第三者

　 評価 官産学ス クラム会議報告」2003。

(31)前 掲 『市町村社協経 営指針』　 第3章 　市町村社会福祉協議会の組 織お よび運営Ⅰ 位置づ け ・

　 構成　 3.会 員 制度

(32)神 奈 川 県座 間市では、自治会 単位 で組織 となっているが、会費 は 自治会費 とは別 に集金 してい

　 る。福祉 に関心の高い住民 はよ り多い 口数 を拠出 してい る。 目黒区や愛知県津 島市では、個人会

　 員獲得運動 が一定の成果 を収 めている。
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